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１  放射能の危険性、人体に対する影響等について 

生命体に対する被曝の危険性 
 １９９９年９月３０日、原子力の町といわれた茨城県東海村の核燃料加工工場で、原子力

関係者の誰一人として予想しなかった事故が起こった。工場にあった１つの容器の中で、突

然ウランが核分裂の連鎖反応を始めたのであった。作業に従事していた３人の労働者は大量

の放射線を浴び、最大の被曝を受けた労働者はその場で昏倒した。数分後に到着した救急隊

が彼らを現場から運び出したが、ウランの核分裂反応はその後２０時間にわたって続いた。 
 被曝の単位であるグレイは物体が吸収したエネルギー量で測られ、１kg当たり１ジュール 
（０・２４カロリー）のエネルギーを吸収した時の被曝量が１グレイである。人体の組成は

ほぼ水で、１グレイの被曝を受けた時に人体が吸収するエネルギーは人間の体温を約１万分

の２度しか上昇させない。従来の医学的な知見によると、およそ４グレイの被曝を受けると

半数の人が死に、８グレイの被曝をすれば絶望と考えられてきた。３人の労働者の被曝量は、

それぞれ１８、１０、３グレイ当量（グレイ当量は、急性障害に関する中性子の危険度をγ

線に比べて１．７倍として

補正した被曝量）と評価さ

れた（図１参照）。当然、

２人の労働者は助からない

と私は思ったし、おそらく

は造血系と消化器系の破壊

によって２週間以内には亡

くなるだろうと予想した。

事故直後に３人の労働者は、

まず国立茨城病院に送られ

たが、そこでは手に負えず、

被曝の専門病院である放射

線医学総合研究所に送られ

た。しかし、単なる被曝治

療（被曝の治療は実質的に

は感染予防と水分、栄養補

給くらいしかない・・・）

だけではとうてい助けられ

ないため、２人の労働者は

東大病院に送られた。その

後、感染防止や水分・栄養
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 3 

補給はもちろん、骨髄移植、皮膚移植、輸液、輸血などありとあらゆる手段が施され、患者

は私の予想を遙かに超えて延命した。しかし、最大の被曝を受けた大内久さんは１２月に、

２番目の被曝を受けた篠原理人さんは翌年４月に、いずれも筆舌に尽くしがたい苦痛を経て、

ついに帰らぬ人となった。 
 

放射線がもつエネルギーと生命体 
彼らが受けたエネルギーは彼らの体温を１０００分の２～４℃上昇させただけのものでし

かなかった。それでも、彼らは造血組織を破壊され、全身に火傷を負い、皮膚の再生能力も

奪われた。そして、「天文学的な」鎮痛剤（麻薬）と毎日１０リッターを超える輸血や輸液

を受けながら苦しい闘病生活を送った末に死に至った。 
生命体のＤＮＡを含め、すべての物質は原子によって構成されているが、原子が集まって

分子となる場合の結合エネルギーは電子ボルト（１個の電子を１ボルトの電位差に逆らって

移動させるのに必要なエネルギー）のオーダーでしかない。ところが、放射線のエネルギー

は数十万～数百万電子ボルトに達する。生命体が放射線に被曝した場合にはＤＮＡを含め多

数の分子の結合が破壊され、破壊の程度が激しければ、その細胞や組織は生き延びることが

できないし、破壊の程度が低ければＤＮＡに傷を負ったままの細胞が生き延び、やがて癌な

どを引き起こすことになる。こうして、放射線は生命体が依拠している物質とはかけ離れた

エネルギーを持っているために、生命体に対して著しい危険を及ぼす。 
 
核分裂反応に関わったウランの量 

ＪＣＯ事故で燃えたウランの総量は約１mg、重さも感じないほどのものであった。放出さ
れたエネルギーの総量で測っても、灯油２リッター分程度でしかない。各家庭の石油ストー

ブで２リッターの灯油を２０時間かけて燃やす状態を想像してみれば、随分と火力を絞った

状態であろうし、ごく近くにいたとしても暖をとるのにも充分でないかもしれない。しかし、

ＪＣＯ事故では２名の労働者が死に至り、その他の多くの労働者も法令の限度を超えて被曝

した。その上、数百ｍも離れたところの一般住民すらが法令の限度を超えて被曝させられて

しまった。 
 
放射線の危険性についての認識の進化 
放射線が発見されたのは２１世紀を前にした１８９５年のことであった。当初は「急性障

害」の存在すら知らないまま、多数の研究者が犠牲になったし、その後、広島･長崎原爆被爆

者、ウラン鉱山労働者、被放射線治療者などによる悲惨で貴重な知見が蓄積してくるにした

がって、次第に「晩発的障害」もあることが分かってきた。いつの時代も、放射線の危険度

には十分に安全側の仮定が用いられていると説明されてきたが、科学的な知識が深まれば深

まるほど放射線の危険性が高いことが明らかになってきたのが、これまでの歴史であった。
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そのため、いわゆる「許容量」も図２に示すように大幅に厳しくされてきた。日本を含め今

日、世界各国は国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）の勧告に従って国内法で放射線被曝に対

する「許容量」（正確には「線量限度」と呼ぶ）を定めている。そのＩＣＲＰによる「許容

量」も原子燃料公社（現、核燃料サイクル開発機構）が人形峠で採掘を始めた当初から見れ

ば、職業人で２．５倍、一般人では５倍厳しいものに改訂されている。 
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放射線や放射能が発見された直後においては、被曝についての知識がなく、
被曝の制限値は著しく高かった。その後、放射線の危険度についての
科学的な知識が蓄積するにつれて、被曝の制限値は、一方的に低下してきた。
一般公衆に集団についての規定があるのは、集団全体の遺伝子プールを
考慮したためである。
Rollins, Mutchller は研究者の個人名。
UKXRPB : 英国Ｘ線ラジウム防護庁、　IXRPC : 国際Ｘ線ラジウム防護委員会
UKNRPB : 英国放射線防護庁、  　　USXRPC : 米国Ｘ線ラジウム防護委員会
ICRP : 国際放射線防護委員会、続く数字は勧告の番号
USNRC : 米国原子力規制委員会、 USEPA : 米国環境保護庁
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２  方面地区において証人が行った調査について 
 
残土堆積場とその周辺の土壌、および植物、作物の汚染調査 
 
堆積場内に存在する残土は被告の基準でもウラン鉱石とすべきものがある 
 人形峠ウラン鉱山は１９５０年代末から試験的な採掘を始め、１９６０年代末には閉山し

た。その間、総量で約８万５０００トンの鉱石を採掘し、約８５トンのウランを得た。した

がって、平均の品位は０．１％（１０００ｐｐｍ）になる。１００万キロワットの原子力発

電所１基を１年間動かすためには天然ウランとして１９０トン必要なので、１０年かけて人

形峠で採掘されたウランは１基の原子力発電所の半年分にも満たないほどのわずかな量であ

った。一方、本件訴訟で問題になっている周辺に野ざらしにされた残土（捨石）は４５万立

方メートル、約１００万トンに達する。 
 人形峠ウラン鉱山では８酸化

３ウラン（U3O8）にして１００

ppm（０．０１％）以上（ウラン
に換算すれば８５ppm以上）のウ
ランを含有しているものを鉱石

と定義した。世界でウラン鉱石と

して通用するためには０．２％程

度の含有率でなければならない

ので、このようなものが採算に合

わないことは当然である。しかし、

人形峠ウラン鉱山周辺の残土（捨

石）堆積場に行くと、図３に示す

ように「鉱石」として認定される

はずであったものが「捨石」とし

て野ざらしで投棄されたままに

なっている。 
 当然、現場での空間放射線量も

高くならざるをえない。その点を

年間線量に換算した上で図４に

示す。残土堆積場に入れば、放射

線業務従事者ですら許されない

ほどの空間線量率の場所がある。 
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６日、および１９９０年２月１１日に採取したものである。
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堆積場は台風などのたびに崩落して沢沿いに汚染を広げてきた 
その上悪いことに、野

ざらしにされているこ

れらの残土は坑口から

下流に向けて急勾配で

流れ下る沢を埋め尽く

している。当然、それら

は風雨にさらされなが

ら崩壊し、沢沿いに下流

に汚染を広げた。特に伊

勢湾台風の時には、崩壊

した残土が水田を埋め、

集落総出で除去作業を

する羽目になったとい

う。沢沿いの土砂に含ま

れるラジウム -226 を指
標にして調査した結果

を図５に示す。貯鉱場や

65

52堆積場

図５　旧方面鉱山から集落、水田に拡がるラジウムの汚染
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その他の試料の採取は１９８９年２月６日



 7 

２号残土堆積場から崩れ落ちた残土がそれぞれの沢沿いに汚染を広げ、途中で合流したあと

は集落を越え、下流の水田にまで汚染を広げていることが分かる。 
 

残土の上で生育する植物はウランを取り込む 
ウラン濃度の高い土壌で生育する植物には、ウランが高濃度で取り込まれることも避けら

れない。閉山された方面鉱山跡は、本件訴訟でも争いがないように、いまでは純粋な民有地

になっている。そして、その一角にはかっての貯鉱場があるし、残土の堆積場も野ざらしの

まま放置されている。そ

こで生育したタケノコ

の中にどれだけのウラ

ンが取り込まれている

かの指標を図６に示す。 
天然の放射性核種で

あるカリウム -４０の濃
度はどこで採れたタケ

ノコでも変わらない値

を示している。集落内の

タケノコは残土の影響

を全く受けない場所で

とれたものであり、カリ

ウム -４０以外のウラン
やトリウム系列の放射

性物質は、いずれも検出

されなかった。そして当

然のことながら、貯鉱場

や残土堆積場で育った

タケノコには、その生育

した場所の土壌中ウラ

ン濃度に従ってウラン

系列の放射能が含まれ

ている。 
 

残土はすでに下流の水田にまで汚染を広げ作物に汚染の兆候が見られる 
 貯鉱場や堆積場から崩壊した残土が水田にまで汚染を広げていることはすでに述べた。そ

して、汚染された水田に生育する稲には、汚染に比例して放射能が取り込まれることも避け
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図６　方面鉱山周辺におけるたけのこ中の放射能濃度
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途中

集落内

: Ra–226
: Pb–214
: Bi–214

K–40

ウラン系列

堆積場

（左の数値軸）

（右の数値軸）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

土壌中のウラン含有量はA>B>C>Dの順となっている。
試料の採取は１９８９年５月１０日及び１２日に行った。
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られない。 
 残土の汚染を受けた水田と、

汚染を受けなかった水田にお

いて収穫されたもみと米につ

いて含有している放射性核種

の濃度を測定した結果を図７

に示す。もみの場合もコメの

場合も、予想通り汚染田でと

れたものがウラン系列の放射

能を被汚染田のそれよりも多

く含んでいる。私がこの調査

をした時にほぼ同時に動燃も

調査を行い、いずれの試料か

らも汚染が見いだされなかっ

たと発表した。図７には、同

時期に動燃が行った測定の検

出限界値を示しておいたよう

に、もともと動燃の測定はず

さんすぎて、実際の汚染を測

ることができないのであった。

「汚染がある」ことと「汚染

を見つけられない」こととは、

もちろん違うことである。そ

の上、汚染を見つけられない

ような測定しかしないまま、汚染はないなどと主張してはならない。 
 

空気中のラドン濃度測定 
 
堰堤を中心とする残土堆積場や下１号坑坑口からは日常的にラドンが染み出して

いる 
鉱山跡ではラドンによる汚染がある。鉱山のほとんどの坑口は閉山からすでに３０年以上

たっていて崩壊してしまっている。しかし方面鉱山の旧下１号坑坑口のように、約１０年前

まで開口していたものもある。その坑口からは高濃度のラドンが吹き出してきていたし、周

辺に野ざらしにされている残土からも間断なくラドンが空気中にしみ出してきている。 
下１号坑におけるラドン濃度の測定値を動燃によるもの、私によるもの、および大阪大学
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の福島・三藤氏によるものをあわせて図８に示す。測定値が広範にばらついていることが一

目瞭然であるが、通常の環境であれば空気中のラドン濃度はせいぜい１立方メートル当たり

１０ベクレル程度であり、下１号坑坑口でのラドン濃度は著しく高い。 
私の測定値は活性炭に吸着して測定する方法で１～２日の平均値を示している。動燃によ

る測定は数日から数ヶ月にわたって暴露したフィルム上の傷から求めた平均ラドン濃度であ

る。また、阪大グループの測定は

現場で１３０リッターのエアバ

ックに空気を採取し、その中のラ

ドンをドライアイス温度で捕ま

えた上で分析した値である。この

阪大の方法は誤差が最も少ない

直接的なものであるが、採取した

その時点での瞬間的な値を示し

ており、採取が行われたのが空気

の拡散の少ない早朝であったた

め、高めの値になったものと思わ

れる。 
 

ラドンは沢沿いに流れ下り、

集落にまで汚染を広げてい

る 
そして困ったことに、こうして

坑口から吹き出してきたラドン、

および野ざらしにされている残

土の表面から空気中に逃げ出し

てきたラドンは、空気の流れに乗って周辺に汚染を広げていっている。方面鉱山の場合、坑口は

山の稜線に近い場所にあり、残土は谷沿いに投げ捨てられているが、ラドンは山から吹き下ろす

風に乗って沢を流れ下って集落に達している。その点を図９に示す。坑口から高濃度のラドンが

吹き出していることに気づいた動燃は１９９１年夏にベニヤ板と土嚢を使って坑口を閉鎖した。

図８あるいは図９に示した私たちの測定では、その後、ラドン濃度がかなり減ってきたように見

え、坑口の閉鎖は遅きに失したとはいえ、それなりの効果があったように思えた。しかし、１９

９８年の私たちの測定値はまたまた高い値を示したし、何よりも図８に示した動燃自身による測

定値はラドン濃度が一向に減らないことを示していて、ラドンの低減対策が一筋縄ではいかない

ことがわかる。その上、特に堰堤付近に野ざらしになっている残土からのラドンの浸みだしは依

然として続いており、ラドンによる汚染は集落に達している。 

89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99100
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104

105

図８　方面下１号坑坑口におけるラドン濃度の変遷

（阪大）

（小出）
●印はすべて動燃

［ベクレル/m3
］

坑口をベニヤ板と土嚢で閉鎖
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  尾根筋、斜面          谷筋      平地 

  下 1 号坑坑口                  

  ７，２００                榎本さん宅  

  ２２，０００                ３２  

  １４，０００                ２３  

  ３，１００                ―  

  ６１     堰堤上 40m  堰堤         ―  

  ４２     ―  ２２０         ―  

  ５４     １，５００  ―         ―  

  ４３     ４９０  ―         ―  

  ８４     １，２００  ―         ３９  

  ４，３８４     ２１０  ―         ２９  

       ３０５  ―         ２３  

貯鉱場上 10m  貯鉱場  貯鉱場下 20m   １２１  ―         屋内  

―  ３５  ―   ８９  ―          

３７  ８９  ９５   ３３５  ―   合流点  事務所跡  梨畑最上段   公民館横 

１７０  ２３０  ２１０   ３６３  ―   １５０  １７０  ８５   ― 

５０  ４７  １１０        １７０  １６０  １２０   ― 

―  ―  ３３        １１０  １００  １６０   １７ 

―  ２５  １７        １５０  １２０  １１０   ２６ 

―  ２２  ３２        ―  ８０  ―   １４ 

―  ―  ―        ６２  ９０  ５５   １７ 

―  ２１  ２７        ３６  ３７  ３６   １８ 

―  １３  ２６        ２８  ２５  ２４   １２ 

            ―  ７８  ６３   １６ 

  ２号堆積場     堆積場下 200m     ２７  ３５  ３７   １２ 

  １３     ―             

  ２１     １１０       凡例  採取地点名  

  ４２     １３０         1990/12/7～9   

  １３     ８３         1991/5/11～12   

  ―     ―         1991/8/29～31   
  ―     ―         

1992/7/4～5 
  

  ―     ―         1993/11/24～25   

  ―     ―         1996/ 4/ 6～ 7   

  ―     ―         1996/4/21～22   

  ―     ４１         1997/11/23～24   

                1997/12/14～16   

                1998/5/26～27   

    図９ 方面におけるラドン汚染の広がり 
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 ただし、被告は法令で定められ

ているのはラドンの濃度そのもの

ではなく平衡等価ラドン濃度と呼

ばれるものであり、残土堆積場の

敷地境界ではその値が低いから問

題ないと主張する。ところが、被

告のいう「敷地」とは本件でも原

告・被告双方に争いがないように

純粋な民有地であって、地権者が

すでに１５年間にもわた

って残土の撤去と土地の

明け渡しを求めている場

所なのである。 
表１に、その平衡等価ラ

ドン濃度について法令の

規制値を、また、被告自身

による下１号坑坑口での

平衡等価ラドン濃度の測

定値を図１０に示す。空気

中ラドン-222 濃度と同様
にばらつきは大きいが、ほ

とんどの測定値は一般環

境に放出が認められる濃

度２０ベクレル／立方メ

ートルを超えているし、管

理区域の設定を要する濃

度（３００ベクレル／立方

メートル）を超えるような

値すらある。 
 また、ラドン-222濃度が
高くても娘核種濃度は高

くないという被告の主張

は、現場で娘核種が成長するのを待たずにそれらが周辺に流出していることを示しており、

残土堆積場がラドンの発生源で、周辺に汚染を広げていることの何よりの証拠となる。 
 

表１  平衡等価ラドン濃度の法令規制値 
項目 濃度 

［ﾍﾞｸﾚﾙ／m3］ 
放射線業務従事者が常時

立ち入る場所での濃度 
3000 

管理区域設定の基準濃度 300 
敷地境界を越えて排出が

許される濃度 
20 

 

91 92 93 94 95 96 97 9810–1

100

101

102

103
管理区域の設定基準値（300 Bq/m3)

敷地境界外への放出可能限度（20 Bq/m3)

［ベクレル/m3
］

図１０　方面下１号坑坑口における

ラドン娘核種濃度の変遷（動燃測定）
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３  本件ウラン残土の危険性、住民の生命･身体に関する影響等につ

いて 
 
放射線に対する被曝には『安全量』がなく、いかなる被曝も危険の上乗せとなる 
 放射線被曝が引き起こす障害には「確定的影響」と「確率的影響」がある。「確定的影響」 
とはその発生に閾値があり、被曝量が少なければ症状自身が出ないような障害である。たと

えば、火傷、嘔吐、脱毛、著しい場合には死などがそれに該当する。一方、「確率的影響」

には閾値がなく、どんなに低レベルの被曝であっても危険を伴うと考えられている。たとえ

ば、ガン、白血病、遺伝的影響などがそれに属する。そのため、ＩＣＲＰは「放射線被ばく

を伴うどんな行為も、その行為によって、被ばくする個人または社会に対して、それが引き

起こす放射線障害を相殺するのに十分な便益を生むのでなければ、採用すべきでない。（行

為の正当化）」（ＩＣＲＰ報告６０、Ｓ１８（ａ）項）と述べている。 
すなわち、便益と危険を天秤にかけ、被曝の危険を上回る便益がある場合に、はじめて被

曝が許容されるというのである。こうした考え方を「リスク・ベネフィット（危険・便益）」

解析と呼ぶが、たとえば原子力利用にいかなる便益があるかというようなことは定量化が大

変難しい。そのため、ＩＣＲＰは「許容量」を勧告するに当たって、便益の評価はしておら

ず、職業人の場合には、被曝による危険度をその他の産業における労災の危険度と比較して

「許容量」を定めることになった。また、一般人に対しては「だれにとっても多分容認でき

る」（ＩＣＲＰ報告２６、１１８項）程度の危険というように、相当恣意的な判断で「許容

量」を定めることになった。 
その後、ＩＣＲＰは許容量設定の考え方をいっそう精緻なものに変えていっているが、そ

れでも常に放射線被曝の危険を認め、職業人と一般公衆に対する被曝の限度を定めてきた。

また、単なる被曝の上限値だけではなく、それを担保するために必要な各種の規制値も決め

られてきた。たとえば、今日の社会では被曝源が多様化しているため、一人ひとりが許容さ

れる被曝量の上限を超えないようにしようとすれば、単一の被曝源に、その上限までの被曝

を与えることを許すことはできない。そのため、原子力発電所に対しては、その敷地境界で

の線量を、一般人に対する被曝の上限の１ミリシーベルト／年ではなく、その２０分の１の

０．０５ミリシーベルト／年までしか許さないと定めている。 
また、原子力利用によって今日までにすでに百万本に達するほどの低レベル放射性廃物ド

ラム缶が生じ、一部は減容処理されながらも、その大部分は青森県六ヶ所村に建設された低

レベル放射性廃棄物埋設センターに運び込んで埋め捨てにされようとしている。その埋設セ

ンターでは、地下に埋めた放射性廃物について、一般公衆に与える被曝線量が規制免除線量

である０．０１ミリシーベルト／年を超えないようになれば、放射性廃物としての管理がい

らなくなると考えられている。それに要する期間はおよそ３００年という。今から３００年

後には、おそらくこうした放射性廃物を生み出したことに一義的な責任がある電力会社はな
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くなっているであろうし、ひょっと

すれば日本の国自体がなくなって

いるかもしれない。ちなみに今から

約３００年前の１７０２年は、元禄

１５年、忠臣蔵の討ち入りの年であ

った。 
現行の法令などによる被曝の線

量限度の値を整理して表２に示し

ておく。結局、現行の法律で定めら

れている被曝の「許容量」は安全を

保証する量ではなく、「我慢量」と

して決められているに過ぎない。そ

の場合、どこまで我慢するかは被曝

を受ける人たち自身が決めるべき

ものであり、間違っても被曝を与える側が我慢できるなどというべきでない。 
方面地区住民は鉱山操業中は労働者として被曝させられ、閉山後は崩壊する残土による汚

染と空気中を拡散してくるラドンによって日常的に被曝を余儀なくされてきた。 
すでに示したように、被告の測定データによっても、下１号坑坑口では放射線取扱施設か

ら敷地を越えて放出が許される濃度をはるかに超え、さらに管理区域の基準はおろか職業人

に対する許容濃度すら超えるラドン濃度が検出されていた。坑口の閉鎖以降、若干の低下傾

向を示しているとはいえ、なお管理区域の基準を超える濃度が検出されている。２０から３

０世帯、総数でも１００人から１５０人程度の小集落でしかないにもかかわらず、原告の調

査によれば、１９６６年から９４年までに１１人がガン死し、そのうち６人は肺ガンであっ

たという。放射線発ガンは、通常の場合、他の原因によるガンと区別が出来ないため、被曝

と発ガンの因果関係を立証することは難しい。また、小さな集落であるが故に、疫学的に因

果関係を推定することも難しい。しかし、方面地区で発生したガンがラドンをはじめとする

放射能に被曝したためであろうという疑いは消えないし、住民からすれば、そこに残土が存

在する限り、発ガンの恐怖を抱えて生きなければならない。 
 
フレコンバックに詰められたウラン残土の放射能 

フレコンバックに詰めて現在は埋設されている残土も、もともとは貯鉱場周辺にあったウ

ラン濃度の高い残土であり、すでに示したように、被告自身による測定でも「ウラン鉱石」

と認めるべきものである。当然そのフレコンバック表面の放射線量も高い。袋詰め作業が行

われたのは、１９９３年１１月から翌９４年３月にかけてであり、合計５５２体のバッグが

「仮置き」と称して、本件訴訟で問題となっている場所に埋められた。その袋の表面で測定

表２ 被曝に関する各種規制値 
項目 線量限度 

［ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ/年］ 
放射線業務従事者の線

量限度 
20 

管理区域設定の規制値 5.2 
一般公衆の線量限度 1 
原子力発電所の敷地境

界における線量目標値 
0.05 

低レベル放射性廃物の

規制免除線量 
0.01 
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された線量率を表３に示す。最低の

線量を与えるフレコンバックのその

また最低値でさえ、一般公衆に許さ

れる線量限度を超えているし、最高

のバックを問題にすれば、職業人の

線量限度すら超えている。もちろん、

住民にしてもフレコンバッグに抱き

ついて過ごすわけではないから、こ

の線量をそのまま浴びるわけではな

い。しかし、このフレコンバッグ表面の線量率は放射性廃物の規制免除線量に比べれば数百

倍も高い。おまけに、このフレコンバッグの中の放射能の正体は言うまでもなくウランであ

り、その半減期は４５億年である。低レベル放射性廃物と違って、３００年管理したところ

で一向にその放射能の強さは減らない。このような放射線を出すものを放射線の管理ができ

ない一般の民有地に置き去りにすることは適切でない。ましてや、地権者がその撤去を要求

しているのであり、この残土に責任のあるもの、すなわち被告が、放射線管理可能な場所で

管理するのが当然である。 
 
「鉱帯部分」３０００立米は被告自身が放射線量を基に決定した 
また、周辺に存在している「鉱帯部分」３０００立米は、被告自身によって「鉱帯部分」

と命名されたもので、地表面での線量率・毎時０．３マイクロシーベルトを基準として、全

体の１万６０００立米からあえて分離されたものである。それを年間の線量に換算すれば、

２．６ミリシーベルトとなる。当然、一般人の線量限度を超えてしまっているし、原子力発

電所の線量目標値や低レベル放射性廃物の規制免除線量に比べれば、数十倍から百倍を超え

るほどの被曝線量となってしまう。被告があえて、「鉱帯部分」を全体から選別した動機は、

あわよくば１万６０００立米全量の撤去ではなく、３０００立米だけの撤去で済ませたいと

いうものであったであろう。もちろん、３０００立米の撤去は被告と地元自治会の協定書に

おいても約束されているのであるから、この部分を撤去することは最低限の責務である。 
さらに、残りの１万３０００立米の残土にしても、それがもともと方面地区に露出して存

在していたものでなく、ウラン採鉱によって地底から採掘されてきたものであり、そのこと

によってウランとその娘核種による汚染を周辺に広げている。このような物質を他人の土地

に放置しながら、それが「安全」であるかのように主張することは許されるべきでない。ま

してや、土地の地権者である住民がその撤去を望むのであれば、採掘に責任のあるものが撤

去すべきものである。 
 
 

表３ フレコンバックの表面線量率 
ミリシーベルト／年        

最低値 平均値 最高値 
最高の線量を

与える袋 
22.8 26.3 36.8 

最低の線量を

与える袋 
1.5 2.3 2.7 
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４  その他の関連事項 
原子力に託した夢、幻 --- 化石燃料は近い将来に枯渇するのか？ 
証人が原子力を専攻した理由は、「今日のように厖大なエネルギーを消費しているとやが

て石油や石炭などの化石燃料はなくなってしまい、『豊かな』生活を維持できなくなってし

まう。そうなっては困るけれど、人類には原爆が示したように原子力という強大なエネルギ

ー源がある」と考えたからであった。今日でも多くの人がそう考えているが、それは正しい

認識であろうか？ 

石油があと何年でなくなってしまうかを評価した値を「石油の可採年数推定値」と呼ぶ。

その値は、評価する時点での確認埋蔵量（技術的・経済的に採掘ができる量）をその年にお

ける年間消費量で割った値である。その値が歴史的にどのように変わってきたかを図１１に

示す。 
たとえば、１９３０年における石油可採年数推定値は１８年であった。石油権益を確保し

ておくことが列強諸国の条件である時代に、この値は著しく短いものであった。そして、こ

のことは長く辛い戦争の動機と

なり、日本は大陸の資源を求め

て中国に侵略を始めた。しかし、

この時点での石油可採年数推定

値が正しいものであったとすれ

ば、１０年後には石油は後８年

分しか残っていないはずである。

ところが１０年たった後の１９

４０年には、石油可採年数推定

値は逆に２３年に延びた。それ

でも、２３年で石油がなくなっ

てしまうという推定は列強諸国

を石油権益確保に動かし、

ABCD(America, Britain, 
China, Dutch)包囲網によって
石油禁輸制裁を受けた日本は、

太平洋戦争へとのめり込んでい

った。 
 しかし長い戦争が終わり、１

９５０年になっても石油可採年

数推定値は依然として２０年で

1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000
0

10

20

30

40

50
［年］

図１１　石油の可採年数推定値の変遷

通商産業省資源エネルギー庁官房企画調査課編,「総合エネルギー統計」,
通商産業研究社(1999)、

日本石油（株）編,「石油便覧」,燃料油脂新聞(1988)、

矢野恒太記念会、「日本国勢図会1999/2000」国勢社(2000)などのデータより作成

世
界
大
恐
慌

満
州
へ
侵
略
開
始

日
中
戦
争
開
始

太
平
洋
戦
争
開
始

朝
鮮
戦
争

第
１
次
石
油
危
機

第
２
次
石
油
危
機

所
得
倍
増
計
画

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

ブ
ラ
ッ
ク
マ
ン
デ
ー ソ
連
崩
壊



 16 

あった。この時点で、石油可採年数推定値なるものがおよそ「科学」的なものではなく、世

界的あるいは個別国家的な利害が絡みながら、あるいは技術の進歩によってもどんどんと変

わっていくものであることに気づくべきだった。さらに１０年後の１９６０年には、石油可

採年数推定値は３５年となった。日本が高度成長と呼ばれた未曽有の経済成長を遂げた頃、

石油は後３０年でなくなると脅かされ続けたが、なんと３０年たった１９９０年の推定値は

逆に４５年に増えた。 
 石油を含めた化石燃料は決して少ない資源ではない。石油がすぐに枯渇してしまうという

ような強迫観念にとらわれて、国やそこに住む人々の運命を決めてしまうことは誤りである。 
 
貧弱なウラン資源と厖大な化石燃料 
 石油をはじめとする化石燃料は地下に眠る資源であり、使えばいずれなくなってしまうこ

とは当然である。そうした資源を「再生不能資源」と呼ぶ。しかし、だからと言って「化石

燃料がなくなるから原子力」ということにはならない。なぜなら原子力の燃料であるウラン

もまた「再生不能資源」

だからである。そうで

あれば、次に考えるべ

きことは、化石燃料の

資源量と原子力の燃料

であるウランの資源量

との比較である。その

点を図１２に示す。 
「再生不能資源」の

うちもっとも資源が多

いのは「高品位炭」、

つまり石炭である。次

に多い資源もまた「低

品位炭」、石炭である。

次に多い資源に「オイ

ルシェール」や「ター

ルサンド」という、現

在では使いにくいため

利用されていない資源

がある。さらに現在の

私達の文明がどっぷり

と依存している「石油」、

図１２　地球上の再生不能エネルギー資源の埋蔵量

高品位炭

低品位炭 オイル

タール

石油

天然ガス

ウラン

確認可採埋蔵量

推定追加埋蔵量

究極埋蔵量

数字は 1 x 1016 kcal のエネルギーに換算した資源量
ただし、上段：究極埋蔵量、中段：推定追加埋蔵量、下段：確認可採埋蔵量

6000        1700    810  240  294 200 110
–           –      –    –    –   –   32

500         260     –    –   150 120  20

シェール
サンド

世界の年間総生産(7.6)

日本の年間総供給(0.5)

通商産業省資源エネルギー庁官房企画調査課編,「総合エネルギー統計」,通商産業研究社(1999)、

科学技術庁原子力局監修,「原子力ポケットブック」,日本原子力産業会議(1998)

などのデータから作成
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使いやすいために最近急激に使用量が増加してきた「天然ガス」もある。これらがすべて「化

石燃料」だが、「化石燃料がなくなるから原子力」と言われた原子力の資源であるウランは、

一番右にある小さな四角しか資源がない。原子力を推進する人たちの宣伝とは裏腹に、そし

て多くの人々が抱かせられた幻想とは違って、ウラン資源は石油に比べても数分の１、石炭

に比べれば１００分の１しかないという大変貧弱な資源なのであった。事実をありのままに

みることができ、それをありのままに表現するのであれば、「ウランは化石燃料よりはるか

に早く枯渇する」ということになる。そんな原子力に人類の未来を託すことなどもともと馬

鹿げたことであった。 
また、今日の世界で使われているエネルギー量を右上に小さな四角で示したが、かりに究

極埋蔵量の全てを利用できるとすれば、石炭だけで現在の人類の使用量の１０００年分ある。

また、天然ガスも最近になって相次いで有望な資源が発見され、天然ガスだけでもおそらく

人類の１０００年分の消費量をまかなえるという推定もある。１０００年といえば、変化の

激しい現代の世界では、とうてい予想できないほど遠い未来である。すなわち、予想できる

限りの未来においてエネルギー資源が枯渇する心配はない。むしろ、問題はエネルギー資源

を地下から掘り出して、それを使うことによる生命環境の破壊なのである。 
 
原子力利用はさまざまな汚染を環境に残さざるを得ない 
 原子力と言えば原子力発電所を思い浮かべる人が多いであろう。しかし、原子力発電所を

動かすためには、もちろん原子炉だけがあってもダメである。図１３に示すように鉱山でウ

ランを掘ってくることからはじまり、製錬、濃縮、加工などの工程を経てようやく原子炉で

ウランが燃やせるようになる。そして、ウランを燃やした後には、厖大な放射能を含んだ使

用済燃料が１００万年の管理を要求する廃物となって出てくるのである。当然、それぞれの

工程では施設の建設や日常的な運転に鉄やコンクリートなどの厖大な資材やエネルギーが投

入される。そして労働者が被曝をしながら、周辺には廃物を放出して環境を破壊する。 
原子力を推進する理由は、開発当初の「無限のエネルギー源」、「評価することができな

いほど安価なエネルギー源」などというおよそ根拠のないものから始まって、今日では、「炭

酸ガスを放出しない」といわれるようになった。しかし、原子炉内で起こる核分裂反応だけ

を取り出せば、たしかにその反応で炭酸ガスは出ないが、図１３に示した工程全体で使う大

量の資材、エネルギーはそのほとんどが化石燃料を使用して供給される。当然、原子力を利

用することは炭酸ガスの放出を加速する。その上、１００万年にも及ぶ放射性廃物の管理に

どれだけ厖大なエネルギーが必要となるのか想像すらできないし、その過程で放出されるこ

とになる炭酸ガスもまた厖大なものになることは避けられない。 
原子力を推進する人たちは、必ずといっていいほど図１４に示す図を見せる。すなわち、

原子力発電の場合には、化石燃料の発電所に比べて発電所に運び込む燃料の量が圧倒的に少

なくて済むというのである。たしかに、１００万キロワットの原子力発電所を１年間動かす
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ためには、濃縮ウラン３０トンを発電所に運び込めばよい。しかし、図１３にすでに示した

し、さらに図１５に詳しく示すように原子力発電所に３０トンの濃縮ウランを供給するため

には、１９０トンの天然ウランから燃える成分（ウラン-235）だけを濃縮する必要がある。 
その１９０トンの天然ウランを得ようとすれば、１３万トンのウラン鉱石を採掘する必要

があるし、採掘時の剥土も含めれば２５０万トンにも及ぶ採掘が必要となる。そして、鉱山

ウラン鉱山 残土、240万トン

製錬 

濃縮・加工 

原子炉 

再処理 

廃物処分 

鉱滓、13万トン 
ウラン廃物 

劣化ウラン、160トン 
ウラン廃物 

低レベル廃物、ドラム缶 1000本
廃炉、60万 m3 

低レベル廃物 
中レベル廃物 

ウラン鉱石、13万トン 

天然ウラン、190トン 

濃縮ウラン、30トン 

使用済み燃料､30トン 

高レベル廃物、

固化体 30本 

使用済み燃料、30トン

プルトニウム、300kg

資材・エネルギー 

資材・エネルギー 

資材・エネルギー 

資材・エネルギー 

資材・エネルギー 

資材・エネルギー 

図１３ 100万 kWの原発を１年間運転するために必要な作業と物質の流れ 

70億kWh
の電気 
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近くにある製錬所でウランが取り除かれるが、ト

リウム-230以降のすべての娘核種たちは、鉱滓・
残土となって鉱山周辺に捨てられることになる。 
処分法さえ知らないまま来てしまった高レベル

放射性廃物は、今後の人類に大きな負の遺産とな

る。しかしそれ以前に、鉱山周辺には厖大な鉱滓

と残土が野ざらしで放置され続けてきたのであっ

た。 
図１６に日本政府による今後の原子力発電の計

画目標と、それに伴うウランの累積需要量を示す。

人形峠では、わずか８５トンのウランしか採掘で

きなかったにもかかわらず厖大な汚染を残し、方

面周辺の残土すら発生者の被告がどうにもできず

に苦しんでいる。それに対して、日本の原子力開

発が必要とするウランは２０１０年までに約３０

万トンに達する。日本はウラン資源をほとんど持

たず、仮に国内のウランを

全量採掘したところで３０

００トンしかない。したが

って、日本で今後使うとい

うウランはカナダ、オース

トラリア、アフリカ諸国な

どから輸入することになる。

そうなれば、人形峠とは比

較にならない巨大な汚染を

現地に捨てざるをえない。

多くの日本人はそのような

事実を知らされてさえいな

いが、原子力を選択すると

いうのであれば、是非とも

このような事実も知って欲

しい。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 14 原子力推進派による 
原子力の優位さを示す図 

縮尺で１００倍
面積で１万倍に拡大

全採掘量
２５０万トン

ウラン鉱石
１３万トン

濃縮工程への天然ウラン供給量
１９０トン

原子炉への濃縮ウラン装荷量
３０トン

原子炉内で燃えるウランの量
１トン

（大部分が劣化ウランになる）
（大部分が残土になる）

（大部分が鉱滓になる）

（大部分が燃え残りウランとなる）

（核分裂生成物になる）

図１５　ウランを燃やす場合の燃料バランス
剥土比：２０，ウラン鉱石品位 (U3O8)�F‚O�D‚Q�“�C”Z�k‚Ìƒe
”R—¿”Z�k“x�F‚R�D‚S�“�C”R�Ä“x�F‚R‚S‚O
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図１６　政府計画による発電設備容量と累積ウラン需要量
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５．  証人の経歴、専門分野、特に放射能に関する研究経歴

など 

 
   経歴 
 １９４９年生まれ 
１９６８年、東北大学工学部原子核工学科入学 
１９７２年、同卒業 
      東北大学大学院工学研究科原子核工学専攻前期課程入学 
１９７４年、同終了 
      京都大学原子炉実験所助手となる 

 
 

専門研究分野 
 原子力施設周辺環境での放射性核種による汚染調査 
 原子力施設の工学的安全性解析 
 

特に放射能に関する研究経歴 
 愛媛県伊方原子力発電所周辺の海底土の汚染調査 
 敦賀原発周辺の空気中の放射能汚染調査 
 敦賀原発の一般排水路汚染事故調査 
 浜岡原発からの使用済み燃料輸送キャスクからの漏洩中性子線測定 
 女川原発周辺環境の放射能汚染調査 
 チェルノブイリ原発事故による日本、ヨーロッパおよび現地での汚染調査 
 人形峠旧ウラン鉱山周辺の汚染調査 
 チタン産廃による一般産業廃棄物処分場の放射能汚染調査 
 ＪＣＯ事故による周辺環境の放射能汚染調査 
 インド・ジャドゥゴダ ウラン鉱山周辺の環境汚染調査 
 などなど 
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